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当面、新型コロナウイルス感染症対策に向けた直轄工事及び業務の取り扱いについては、国土交通

省ホームページに掲載されている関連通知等を参考に適切な対応を図ることとする 

（参考）（国土交通省ホームページ：https://www.mlit.go.jp/tec/kanbo08_hy_000025.html）。 
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□運用ガイドラインの適用について 

・ 原則、全ての業務において「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落

札方式の運用ガイドライン」（令和 5 年 3 月一部改定）（以下、「運用ガイドライン」という。）に沿っ

て、実施するものとする。ただし、各建設部、各事業部門での運用がある場合は適宜運用を図るもの

とする。 

・ この「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の考え方につい

て」（以下、「運用の考え方」という。）は、運用ガイドラインを補うものである。 

   

□「設計業務等の品質確保対策及び入札契約方式等の改善」の取り組みについて 

・ 令和 8 年度「設計業務等の品質確保対策及び入札契約方式等の改善」重点方針に基づき、履行期限

について、働き方改革や品質確保の観点から平準化を進めるものとする。 

   

□各種試行方式の効果や試行を実施する場合のＰＤＣＡサイクルの考え方について 

・ これまでプロポーザル方式及び総合評価落札方式では、ガイドラインに掲載している標準的な手法

による他、地域や業務特性に応じ、働き方改革、担い手確保等を目的として、各種試行に取り組んで

いる。これらの試行については、その目的に照らし 1 つの試行方式につき、5 年ごとに効果の検証を

行う事を基本としつつ、適宜見直しを行うＰＤＣＡサイクルに基づく検証を行いながら、標準的な手

法への位置づけに向けて、引き続き、検討を行うものとする。 

   

□評価配点について 

・ 運用ガイドラインに記載している配点ウェイトの範囲で設定するものとする。 

・ ただし、運用ガイドラインの「○：必要に応じて設定する項目」については、基本的に標準配点例 

に反映していないため、評価項目に設定する場合は、発注者で適宜反映するものとする。 

※ なお、「建設コンサルタント業務等の入札・契約手続きの運用について」（平成 13 年 2 月 22 日事務

連 

絡）で参考に示されている配点例は、運用ガイドラインの配点ウェイトとは異なるため使用しないこ

と。 

 

□評価設定項目の運用 

1 ．予定技術者の資格要件について 

（1） 標準的に設定する技術者資格等は、下表を標準とする。ただし、業務内容に応じて適宜資格を設定

することは可能とする。 

なお、「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程（平成 26 年 11

月）」に基づき登録された民間資格を用いて、技術者の適切な評価を行う必要がある業務については、

本運用の考え方『技術者資格の評価の考え方について』を参照するものとする。 

 

（2） 経験を資格扱いとすることは不可とする。 

① 技術士（総合技術監理部門（○○）又は○○部門） 

  ○○博士又は博士（○○）（研究業務等高度な技術検討や学術的知見を要する業務に適用（港湾・空

港・漁港部門は、建設コンサルタント業務に適用。）） 

② ＲＣＣＭ 

  地質調査技士（地質調査分野に適用） 
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  土木学会認定技術者【特別上級、上級、1 級】（土木関係分野に適用） 

  コンクリート診断士（コンクリート構造物の維持・修繕に適用） 

  土木鋼構造診断士（鋼構造物の維持・修繕に適用） 

  港湾海洋調査士（港湾分野（深浅測量等）に適用） 

  水路測量技術者（港湾分野（水路測量等）に適用） 

  海洋・港湾構造物維持管理士（港湾分野（維持管理計画策定等）に適用） 

  海洋・港湾構造物設計士（港湾分野（設計業務等）に適用） 

  農業土木技術管理士（農業分野に適用） 

  APEC エンジニア（港湾分野に適用） 

畑地かんがい技士（農業分野（畑かん業務）に適用） 

農業水利施設機能総合診断士（農業分野（機能診断業務）に適用） 

農業水利施設補修工事品質管理士［コンクリート構造物分野］（農業分野（コンクリート構造物の補

修設計業務）に適用） 

（3）橋梁点検・診断業務における技術者の資格要件について（道路部門で発注する業務に適用） 

橋梁点検・診断業務の発注においては、配置予定の担当技術者にも、下記のいずれかの資格等を有

することを求めるものとする。 

  ○資格要件（例） 

   ①技術士(総合技術監理部門－建設、又は建設部門) 

   ②○○博士又は博士（○○）（研究業務等高度な技術検討や学術的知見を要する業務に適用 

③国土交通省登録技術者資格※1（施設分野：橋梁（鋼橋）－業務：点検）又は（施設分野：橋梁

（コンクリート橋）－業務：点検） 

④ＲＣＣＭ（上記③の国土交通省登録技術者資格に登録された部門を除く） 

⑤土木学会認定技術者（特別上級、上級・1 級）（上記③の国土交通省登録技術者資格に登録された

部門を除く） 

⑥道路構造物管理実務者研修（橋梁初級Ⅰ）の履修※2 

※1「国土交通省登録技術者資格」とは、公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技

術者資格登録規程（平成 26 年 11 月 28 日付け国土交通省告示第 1107 号）に基づき、国土交

通大臣の登録を受けた資格をいう。 

URL：http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000098.html 

※2「道路構造物管理実務者研修（橋梁初級Ⅰ）の履修」とは、国土交通省または内閣府沖縄総合事

務局が実施する道路構造物管理実務者研修（橋梁初級Ⅰ）の達成度確認試験結果通知において、

学科、実技ともに「十分に理解している」と通知されたこと、または「道路橋メンテナンス技

術講習（国土交通省監修）」の合格証を受領していることをいう。 

2．同種・類似業務の実績確認について 

（1） 管理（主任）技術者が途中交代した場合は、業務完了時（完成検査時点）に従事している技術者

とする。担当技術者の業務実績については従事期間に関係なく実績として扱う。 

（2） ＪＶの場合は構成員の実績に基づき大きい方の評価を採用する。 

（3） マネジメントした実務経験がある場合とは、例えば以下のいずれかの者に該当する場合をいう。 

・建設コンサルタント登録規程(S52.4.15 付け建設省告示第 717 号)第 3 条の一に該当する「当該

業務の該当部門」の技術管理者。 

・地質調査業者登録規程(S52.4.15 付け建設省告示第 718 号 改正：H15.4.28 国土交通省告示第

456 号)第 3 条の一に該当する技術管理者。 
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・北海道開発局土木設計業務等調査規程 (H17.7.11 北開局工管第 46-1 号 改正：H31.3.25 北開

局工管 278 号)第 3 条に該当する主任調査員及び地方建設局委託設計業務等調査検査事務処理要

領(H11.4.1 付け建設省厚契第 31 号)第 6 に該当する総括調査員若しくは主任調査員。 

・事業促進ＰＰＰ業務の管理技術者の立場で、同種類似業務の指導経験があると事業促進ＰＰＰ業

務の発注機関が認めた者。 

 

3 ．業務成績の評価項目について 

（1） 「企業」の成績評価については、過去 2 年度の北海道開発局発注の同じ業種区分の業務成績平均

点を評価対象とする。「予定管理（主任）技術者」の成績評価については、管理（主任）技術者と

して従事した過去 4 年度の北海道開発局発注の同じ業種区分の業務成績平均点を評価対象とする。

（小数第 2 位を切り捨てし小数第 1 位までとする。） 

    管理（主任）技術者が途中交代した場合は、業務完了時（完了検査時点）に従事している技術者

とする。 

（2） 過去 2 年（又は 4 年）度の切り替え基準日は毎年 8 月 1 日を原則とし、8 月 1 日以降入札手続き

を開始するものから更新するものとする。 

【成績対象年度切替えの考え方（企業成績の場合）】 

（例 1）R7 年 8 月 1 日から R8 年 7 月 31 日までに入札手続を開始する案件 

→R5～R6 に完了した業務の成績データを使用 

（例 2）R8 年 8 月 1 日から R9 年 7 月 31 日までに入札手続を開始する案件 

→R6～R7 に完了した業務の成績データを使用 

 （3） 成績評価の対象期間内における北海道開発局発注の業務実績がない場合は、地方整備局等（国土

交通本省、8 地方整備局、国土技術政策総合研究所、国土地理院及び内閣府沖縄総合事務局開発建

設部）発注業務を TECRIS で検索を行う。TECRIS で検索した業務実績のうち、管理（主任）技術者

として従事た業務について業務評定点の平均を算出して評価するものとする。（小数第 2 位を切り

捨てし小数第 1 位までとする。） 

     なお、「担当技術者」及び「照査技術者」については、成績を抽出することが困難なため、評価

設定を行わないこととする。ただし、港湾・空港・漁港・農業部門における実績の確認については

別の定めによる。 

 

1）港湾・空港・漁港部門における実績の確認について 

成績評価の対象期間内における北海道開発局発注の同じ業種区分の業務実績がない場合は、

地方整備局、国土技術政策総合研究所、内閣府沖縄総合事務局開発建設部（いずれも港湾空港

関係）の実績を対象とする。 

   

2）農業部門における実績の確認について 

       成績評価の対象期間内における北海道開発局発注の同じ業種区分の業務実績がない場合

は、農林水産本省、地方農政局及び内閣府沖縄総合事務局農林水産部の実績を対象とする。 

実績の確認については、AGRISで検索した同じ業種区分の業務成績平均点を評価の対象とす

る。 

 

 （4） ＪＶの場合は構成員毎に評価点を算出しその平均点をＪＶの評価点とする。（小数第 2 位を切り捨

てし小数第 1 位までとする。） 
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4 ．業務表彰等の評価項目について 

  4－1 業務表彰 

（1） 評価の対象期間について、「企業」は過去 2 年度、「予定管理（主任）技術者」は過去 4 年度を対

象とする。また、切り替え基準日は「3．業務成績の評価項目について（2）」の企業成績と同様と

する。 

（2） 部長表彰については、表彰を行った開発建設部等を問わず評価対象とする。 

（3） 当該業務と同一事業部門(開発局発注業務の優良業務等表彰受賞歴）の表彰受賞歴を評価の対象と

する。但し、当該業務が複数の事業部門に関連・共通する場合には、複数事業部門を評価対象とし

て設定する事も可とする。 

（4） 企業の表彰については【局長表彰 2 回(単年度で 2 業務受賞含む)以上】、【局長＋部長】、【局長表

彰】、【部長表彰】の場合、評価対象とする。    

    技術者の表彰については【局長表彰】、【部長表彰】の場合、評価対象とする。 

（5） 海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰制度により表彰された海外実績は、北海道開発局の

優良業務表彰等と同様に評価すること。「海外インフラプロジェクト優秀技術者 国土交通大臣賞」

については局長表彰相当、「海外インフラプロジェクト優秀技術者 国土交通大臣奨励賞」について

は部長表彰相当とする。なお、表彰歴は過去 4 年度（海外認定・表彰制度により表彰された受賞歴

における同一事業部門。但し、当該業務が複数の部門に関連・共通する場合には、複数部門を評価

対象として設定する事も可とする。）とする。また、過去 4 年度の切り替え基準日は「3．業務成績

の評価項目について（2）」の企業成績と同様とする。（農業・漁港部門は対象外） 

 

  4－2 北海道開発局 i-Con 奨励賞（以下、i-Con 奨励賞という） 

（1） 評価は「企業」のみ、評価の対象期間は過去 1 年度を対象とする。また、切り替え基準日は「3．

業務成績の評価項目について（2）」の企業成績と同様とする。 

 （2） 当該業務と同一事業部門(開発局発注業務の i-Con 奨励賞受賞）の表彰受賞歴を評価の対象とす

る。但し、当該業務が複数の事業部門に関連・共通する場合には、複数事業部門を評価対象として

設定する事も可とする。 

  4－3 国土交通省 インフラ DX 大賞（業務部門） 

（1） インフラ DX 大賞の受賞（国土交通大臣賞、優秀賞）実績を対象とし、対象となる事業部門は、河

川、道路、港湾空港（漁港除く）及び営繕部門である。 

（2） 評価は「企業」のみ、加点評価期間は、受賞決定日※の翌月 1 日から 2 年間とし、受賞決定日の翌

月 1 日以降に入札契約手続きを開始するものから適用する。 

（例 1）令和 6 年度インフラ DX 大賞受賞者（受賞決定日：令和 6 年 12 月 20 日） 

         →令和 7 年 1 月 1 日から令和 8 年 12 月 31 日までに入札契約手続きを開始する案件につい

て、加点評価する。 

（例 2）令和 7 年度インフラ DX 大賞受賞者（受賞決定日：令和 7 年 12 月 17 日） 

         →令和 8 年 1 月 1 日から令和 9 年 12 月 31 日までに入札契約手続きを開始する案件につい

て、加点評価する。 

※受賞決定日とは、インフラ DX 大賞受賞者について、国土交通省にて報道発表された日のこと。 

 （3） 当該業務と同一事業部門(開発局発注業務のインフラ DX 大賞受賞歴）の表彰受賞歴を評価の対象

とする。但し、当該業務が複数の事業部門に関連・共通する場合には、複数事業部門を評価対象と

して設定する事も可とする。 
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  4－4 その他 

（1） 運用ガイドライン記 1－6 に記される地方整備局等での表彰については、当面の間、評価の対象と

しない事とする。 

（2） 優良業務表彰、i-Con奨励賞及びインフラDX大賞の同一事業部門における重複加点は不可とする。 

（3） ＪＶの場合は構成員毎に、優良業務表彰、i-Con 奨励賞、インフラ DX 大賞のそれぞれの評価点を

算出し、その平均点を評価点とする。（小数第 2 位を切り捨てし小数第 1 位までとする） 

 

5 ．事故及び不誠実な行為について 

（1） 参加表明者（企業）の評価において「事故及び不誠実な行為」は減点項目に設定しないこととする。 

※ 参考：「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイ

ドラインの留意事項について」（平成 28 年 2 月 26 日事務連絡）による。 

 

6 ．出産・育児等による休業期間の取扱いについて 

（1） 予定技術者の経験及び能力の審査及び評価において、予定技術者が審査及び評価の対象期間中

に出産・育児等の真にやむを得ない事情により休業を取得していた場合には、入札・契約手続の

公平性の確保を踏まえた上で、原則、休業期間に相当する期間を審査及び評価の予定期間に加え

るものとする。評価対象となる業務は、該当する休業期間を延長した評価対象期間内において、

業務評定点通知をされた業務を対象とする。 

 

※ 参考：「建設コンサルタント業務等における予定技術者の審査及び評価に当たっての出産・育児

等による休業期間の取扱いについて」（平成 29 年 3 月 10 日事務連絡）による 

※ 管理（主任）技術者の業務成績平均点について該当案件があった場合、工事管理課 技術調整第

1 スタッフに早めの連絡をお願いします。 
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7 ．複数年契約の業務及び設計共同体として受注した業務における手持ち業務量の取扱いについて 

（1） 手持ち業務量の対象金額について、複数年契約における受注の場合は、契約金額を履行期間の総月

数で除し、当該年度の履行月数を乗じた金額を対象とする。また、設計共同体における受注の場合

は総契約金額に出資比率を乗じた金額（分担した業務の金額）を対象とする。 

※参考：｢『建設コンサルタント業務等における低価格受注業務がある場合の管理（主任）技術者

の手持ち業務量の制限等の試行について』の取扱いについての一部改正について｣（平成 30 年 2 月

14 日事務連絡）による。 

 

8 ．事業促進ＰＰＰの運用について 

（1） 各種事業において、事業促進ＰＰＰの運用に当たっては、「国土交通省直轄の事業促進ＰＰＰに関

するガイドライン」（平成 31 年 3 月（令和 6 年 4 月一部改正））に基づくものとする。 

 

9．賃上げを実施する企業に対する評価について 

（1） 適用対象 

令和 4 年 4 月 1 日以降に契約を締結する、総合評価落札方式によるすべての調達。 

なお、プロポーザル方式、価格競争方式については対象外とする。 

（2） 加点評価 

事業年度または暦年単位で従業員に対する目標値（大企業：3％、中小企業等：1．5％）以上の賃

上げを表明した入札参加者を総合評価において加点する。加点を希望する入札参加者は、賃上げを

従業員に対して表明した「表明書」を提出。加点割合は技術評価の加算点＋賃上げ加点の合計点の

３％以上の整数分とする。 

 

（3） 実績確認等 

加点を受けた企業に対し、事業年度または暦年の終了後、法人事業概況説明書等で達成状況を確

認する。 

（4） 減点措置について 

未達成の場合はその後の国の調達において、入札時に加点する割合よりも大きく減点する。 

 

※参考リンク 北海道開発局ホームページ 

「https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/koujikanri/slo5pa000000hdig.html」 

 

10．ワーク・ライフ・バランス評価について 

（1） 総合評価落札方式、及び企画競争方式（プロポーザル方式を含む）における全ての建設コンサルタ

ン 

ト業務等の発注を評価対象とし、企業の能力等の評価項目とする。 

※1「公共工事におけるワーク･ライフ･バランス等推進企業を評価する取組について」 

（令和 7 年 4 月 8 日付け北開局工管第 6 号） 

   ※2 簡易公募型プロポーザル方式（拡大型）においては特定段階で評価することとする。 

（2） ワーク・ライフ・バランス等を推進する企業として法令に基づく認定を受けた企業について加点す

る。 

（3） ＪＶでの評価方法は構成員毎に評価点を算出し、その平均点をＪＶの評価点とする（小数第 2 位を

切り捨てし小数第 1 位までとする） 
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（4） 評価基準及び配点例 

① 全ての政府調達協定対象業務 

評価項目 評価基準 配点 

 

 

 

企業の

能力等 

 

 

 

その他 

1. 女性活躍推進法に基づく認定（プラチナえるぼし・ えるぼし認定企業）※1 

2. 次世代法に基づく認定 

・プラチナくるみん・くるみん（令和 7 年 4 月 1 日以後の基準） 

・くるみん（令和 4 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日までの基準） 

・トライくるみん（令和 7 年 4 月 1 日以後の基準） 

・くるみん（平成 29 年 4 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日までの基準） 

・トライくるみん（令和 4 年 4 月 1 日 ～令和 7 年 3 月 31 日までの基準） 

・くるみん（平成 29 年 3 月 31 日までの基準）認定企業）※2 

3. 若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）※3 

 

 

 

1．0 点 
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② ①以外の建設コンサルタント業務等（区分：測量、土木コンサル、建築コンサル、補償コンサル、地

質調査全てを含む） 

評価項目 評価基準 配点 

 

 

参加表 

明者の 

経験及 

び能力 

 

 

 

その他 

1. 女性活躍推進法に基づく認定（プラチナえるぼし・ えるぼし認定企業）※1 

2. 次世代法に基づく認定 

・プラチナくるみん・くるみん（令和 7 年 4 月 1 日以後の基準） 

・くるみん（令和 4 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日までの基準） 

・トライくるみん（令和 7 年 4 月 1 日以後の基準） 

・くるみん（平成 29 年 4 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日までの基準） 

・トライくるみん（令和 4 年 4 月 1 日 ～令和 7 年 3 月 31 日までの基準） 

・くるみん（平成 29 年 3 月 31 日までの基準）認定企業）※2 

3. 若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）※3 

 

 

 

0．5 点 

 

※1 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号）第 9 条又は第 12 条の規定

に基づく基準に適合するものと認定された企業（労働時間等の働き方に係る基準を満たすものに限る。

※1-1）をいう。 

※1-1 雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の合計時間数の平均が直近の事

業年度の各月ごとに全て 45 時間未満であること。 

※2 次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号）第 13 条又は第 15 条の 2 の規定に基づく基準に

適合するものと認定された企業をいう。 

※3 青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和 45 年法律第 98 号）第 15 条の規定に基づく基準に適合する

ものと認定された企業をいう。 

※4 各種認定についての詳細は下記 URL を参照 

・女性活躍推進法に基づく認定 

    https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html 

  ・次世代法に基づく認定 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/kurumin/index.html 

  ・若者雇用促進法に基づく認定 

    https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000100266.html 

 

 

11．特定段階（入札段階）での技術評価について 

（1） 【プロポーザル方式】及び【総合評価落札方式】において実施するヒアリングについては、必要に

応じて「対面方式」、「電話やインターネットによるテレビ会議システム方式」を実施すること。 

 

12．建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 等 に お け る 低 価 格 受 注 業 務 が あ る 場 合 の 管 理 技 術 者 等 の 手 持 ち 業 務 量 の 制 限 に つ い て  

入札説明書、指名通知書（通常指名競争の場合）、技術提案書提出要請書及び特記仕様書などにおい

て、指定日時点で北海道開発局、地方整備局、国土技術政策総合研究所、国土地理院又は沖縄総合事務

局開発建設部が発注した建設コンサルタント業務等のうち、調査基準価格を下回る金額で落札した業務

を有する場合は、手持ち業務量の上限を概ね半数となるよう設定するものとされている。 

なお、低入札により受注した建築関係コンサルタント業務については、低入札の業務として扱わず、

手持ち業務量の制限を設けないこと。 
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□技術者資格の評価の考え方について 

 

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」が平成 26 年 6 月に改正され、調査及び設計に関し、業務の

内容に応じて必要な知識又は技術を有する者の能力がその者の有する資格等により適切に評価され、及び

それらの者が十分に活用されるよう必要な措置を講ずることとされた。このことを受け、平成 26 年 11 月に

「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」（以下「登録規程」という。）

を告示し、民間資格の登録制度を創設するとともに、平成 26 年 12 月に「調査・設計等分野における品質確

保に関する懇談会」において、この登録規程に基づき登録される資格の活用の方向性が定められた。 

このため、当該業務が下表の「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録簿」

の「資格が対象とする区分」の「施設分野－業務」に該当があり、かつ、「知識・技術を求める者」に該当

する場合、技術者の適切な評価を行う必要がある 

 

※国土交通省ホームページ（http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000098.html）に公表されている内容を確認

すること。 

 

〇技術者資格登録制度に登録されている施設分野-業務-知識・技術を求める者（点検・診断・維持管理） 

 

 

○技術者資格登録制度に登録されている施設分野-業務-知識・技術を求める者（点検・診断・維持管理） 
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□技術評価項目の設定等について 

運用ガイドライン記 3－2～3－4 における技術評価項目の設定例について、補足・留意事項を次項以降に

示すので、適切に運用されたい。 

 

（以下、本省ガイドラインと北海道開発局における考え方を併記） 

 

2 プロポーザル方式及び総合評価落札方式の実施手順 

 

2－2 一括審査方式の活用 

総合評価落札方式における企業の技術力審査・評価を効率化するため、以下の条件をすべて満たす 2 以上

の建設コンサルタント業務等において、提出を求める技術資料（実施方針及び技術提案を含む。）の内容を

同一のものとすることができる。実施にあたっては、手続開始の公示及び入札説明書の交付は業務ごとに

別々に行うこと、落札決定を行う業務の順番を手続開始の公示及び入札説明書において明らかにすること

に留意する。 

◯同一の開発建設部で発注する業務 

◯業務の目的・内容が同種の業務であり、技術力審査・評価の項目が同じ業務 

◯北海道開発局工事等競争参加者選定要領（平成 12 年 12 月 19 日北開局工第 333 号 改正：令和 7 年 3

月 12 日北開局工管第 231 号）第 1 条に掲げる業種区分が同一である業務 

◯手続の公示、参加表明書の提出、入札、開札及び落札決定のそれぞれについて同一日に行うこととして

いる業務 

◯成果品の品質確保又は品質向上を図るために求める実施方針又は技術提案のテーマが同一となる業務 

 

・入札は、全ての業務または希望する業務のみに札を入れる。 

・技術提案書の提出は、参加を希望する業務の中から、応札者が選択する方式※1 と発注者が指定する方

式※2 にて実施。 

・入札説明書で示した落札決定順番ごとに落札決定し、業務ごとに評価値のもっとも高い者に落札決定す

る。 

・受注した企業は、確実な履行を実施する体制の構築が求められるため、配置予定技術者の申請は 1 名の

みとする。 なお、一括審査を行う業務においては、各業者 1 業務の受注とする。 
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3 土木関係建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の審査・評価 

 

3－1 審査・評価に関する基本的な考え方  

（1）～（6）～（略） 

 

表 3－4 技術者資格等の設定の考え方 

 
◎1：原則として設定する項目（表 3－5 適用） 
◎2：原則として設定する項目（表 3－5－1・表 3－5－2 適用） 
◎3：照査技術者を配置する場合、原則として設定する項目（表 3－5 適用） 
◎4：照査技術者を配置する場合、原則として設定する項目（表 3－5－1・表 3－5－2 適用） 
○ ：必要に応じて設定する項目（表 3－5 適用） 
－ ：設定しない項目 

 

  

技術者資格登録簿における 

技術者資格等の登録状況 

評価対象 

技術者 

プロポーザル方式 総合評価落札方式 

選定段階 特定段階 指名段階 入札段階 

登録がない場合 

管理(主任)技術者 ◎1 ◎1 ◎1 ◎1 

担当技術者 － ○ － ○ 

照査技術者 － ◎3 － ◎3 

管理（主任）技術者に係る資格 

のみ登録がある場合 

管理(主任)技術者 ◎2 ◎2 ◎2 ◎2 

担当技術者 － ○ － ○ 

照査技術者 － ◎3 － ◎3 

担当技術者に係る資格のみ 

登録がある場合 

管理(主任)技術者 ◎1 ◎1 ◎1 ◎1 

担当技術者 － ◎2 － ◎2 

照査技術者 － ◎3 － ◎3 

管理（主任）技術者及び担当技

術者に係る資格の登録がある場

合 

管理(主任)技術者 ◎2 ◎2 ◎2 ◎2 

担当技術者 － ◎2 － ◎2 

照査技術者 － ◎3 － ◎3 

管理（主任）技術者及び照査技

術者に係る資格の登録がある場

合 

管理(主任)技術者 ◎2 ◎2 ◎2 ◎2 

担当技術者 － ○ － ○ 

照査技術者 － ◎4 － ◎4 
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表 3－5 技術者資格等の区分（技術者資格登録簿に登録がない場合） 

表 3－5－1 技術者資格等の区分（技術者資格登録簿に登録がある場合） 

 

注 1： 「国土交通省登録技術者資格」とは、技術者資格登録簿に登録されている資格のことをい

う。（参照：国土交通省ホームページ「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技

術者資格について」http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000098.html） 

注 2：外国の建設コンサルタント等から、外国資格に基づく有資格者認定の申請があった場合は、※「土

木に関する外国の建設コンサルタント等において資格を有する者の建設大臣認定について」（平成

6 年 12 月 27 日付け建設省経振発第 100 号）に定めるところにより、あらかじめ技術士又はＲＣＣ

Ｍに相当するとの旧建設大臣（建設経済局建設振興課）又は国土交通大臣(総合政策局建設振興課

又は建設市場整備課）による認定を受けている必要がある。なお、参加表明書の提出期限までに当

該認定を受けていない場合も参加表明書を提出することができるが、この場合、参加表明書提出

時に当該認定の申請書の写しを提出するものとし、当該業者が選定を受けるためには選定通知の

日までに認定を受け、認定書の写しを提出しなければならない。 

※表 3－5、表 3－5－1 に下線で示す資格は、『□評価設定項目の運用』において定めた資格。 

注 3：各事業部門での運用がある場合は適宜運用する。 

表 3－5－2 港湾・漁港に係る業務区分に特化した資格 

施設分野 業務分野 業務区分 国土交通省登録技術者資格 

① 技術士（総合技術監理部門（○○）又は○○部門） 

○○博士又は博士（○○）（研究業務等高度な技術検討や学術的知見を要する業務に適用（港湾・

空港・漁港部門は、建設コンサルタント業務に適用。）） 

② ＲＣＣＭ 

地質調査技士（地質調査分野に適用） 

土木学会認定技術者【特別上級、上級、1 級】（土木関係分野に適用） 

コンクリート診断士（コンクリート構造物の維持・修繕に適用） 

土木鋼構造診断士（鋼構造物の維持・修繕に適用） 

港湾海洋調査士（港湾分野（深浅測量等）に適用） 

  水路測量技術者（港湾分野（水路測量等）に適用） 

  海洋・港湾構造物維持管理士（港湾分野（維持管理計画策定等）に適用） 

  海洋・港湾構造物設計士（港湾分野（設計業務等）に適用） 

農業土木技術管理士（農業分野に適用） 

APEC エンジニア（港湾分野に適用） 

畑地かんがい技士（農業分野（畑かん業務）に適用） 

農業水利施設機能総合診断士（農業分野（機能診断業務）に適用） 

農業水利施設補修工事品質管理士［コンクリート構造物分野］（農業分野（コンクリート構造物の

補修設計業務）に適用） 

① 技術士（総合技術監理部門（○○）又は○○部門） 

○○博士又は博士（○○）（研究業務等高度な技術検討や学術的知見を要する業務に適用（港湾・

空港・漁港部門は、建設コンサルタント業務に適用。）） 

② 国土交通省登録技術者資格(施設分野：○○、業務：○○) 

③ 上記以外のもの（国土交通省登録技術者資格を除いて、発注者が指定するもの） 
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港湾施設 

漁港施設 

点検・診断 点検・診断 

海洋・港湾構造物維持管理士 

計画策定(維持管理) 
維持管理計画策定業務 

機能保全計画策定業務 

港湾・漁

港 

計画・調査 

 (海洋地質・土質調査) 
地質・土質調査 

港湾海洋調査士（総合） 

港湾海洋調査士（土質・地質調査） 

計画・調査 

 (深浅測量・ 水路測量) 

深浅測量 

水路測量技術者 1 級（沿岸） 

水路測量技術者 1 級（港湾） 

港湾海洋調査士（総合） 

港湾海洋調査士（深浅測量） 

水路測量 
水路測量技術者 1 級（沿岸） 

水路測量技術者 1 級（港湾） 

計画・調査 

 (海洋環境調査) 
海洋環境調査 

港湾海洋調査士（総合） 

港湾海洋調査士（環境調査） 

計画・調査  

(気象・海象調査) 
気象・海象調査 

港湾海洋調査士（総合） 

港湾海洋調査士（気象・海象調査） 

計画・調査 (磁気探査) 

計画・調査 (潜水探査) 
磁気探査・潜水探査 

港湾海洋調査士（総合） 

港湾海洋調査士（危険物探査） 

設計 

設計 海洋港湾構造物設計士 

維持補修設計 
海洋・港湾構造物維持管理士 

海洋・港湾構造物設計士 

 

注 4：港湾・漁港に係る特定の「業務区分」に該当する業務は、表 3－5－1 の①に掲げる資格に加え、

表 3－5－2 に掲げる「国土交通省登録技術者資格」を①と同等の技術者として評価する。 
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※技術者資格評価における、基本的な按分計算方法（例） 

 

 

 

※国土交通省登録技術者資格制度における、技術者資格評価の配点方法（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記計算方法は計算例として、各運用がある場合は適宜運用する。 

  

基本的な按分計算方法

判断基準 技術者点数

① 8
② 6 　　→ ①、③評価の中間
③ 4 　　→ ①評価の1/2

※端数は0.5ラウンドで二捨三入、1点未満の場合は0.1ラウンド四捨五入とする。
また、按分した際の各配点バランスを踏まえて調整する。

該当する資格の記載が無い場合、管理技術者にのみ資格の記載がある場合
判断基準 管理技術者 担当技術者 照査技術者

①技術士・博士 4 2 2
②国土交通省登録技術者資格 3 2 1
③　①②以外の資格 2 2 1
※該当する資格の記載が無い場合は、②の資格は③の資格と同一評価となる。

担当技術者にのみ、又は、管理技術者及び担当技術者に資格の記載がある場合
判断基準 管理技術者 担当技術者 照査技術者

①技術士・博士 4 2 2
②国土交通省登録技術者資格 3 2 1
③　①②以外の資格 2 1 1
※担当技術者にのみ資格の記載がある場合は、管理、照査技術者の②の資格は③の資格と同一評価となる。

管理技術者及び照査技術者に資格の記載がある場合
判断基準 管理技術者 担当技術者 照査技術者

①技術士・博士 4 2 2
②国土交通省登録技術者資格 3 2 1.5
③　①②以外の資格 2 2 1

①評価を管理技術者の1/2程度で配分

照査技術者は②③の評価を同位とする

担当技術者は資格評価に差をつけない

担当技術者に資格記載がある場合は

①②の評価を同位とし、③の評価と差をつける

照査技術者に資格記載がある場合は

①②③各評価に差をつける
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※□総合評価落札方式における技術提案書の記載について 

（1） 総合評価落札方式（簡易型・標準型）における技術提案書（実施方針・評価テーマに関する）の記

載について、入札説明書等に示す評価基準の中に「仕様を超える内容をより優位に評価しない」旨を明示

すること。 

 

 

  



 

- 16 - 
 

～変更箇所概要～ 

 

2026 年 8 月版 

・予定技術者の資格要件について 

農業分野に適用する技術者資格について下記を追加 

  畑地かんがい技士（農業分野（畑かん業務）に適用） 

農業水利施設機能総合診断士（農業分野（機能診断業務）に適用） 

農業水利施設補修工事品質管理士［コンクリート構造物分野］（農業分野（コンクリート構造物の

補修設計業務）に適用） 

 

・５％→３％に加算点率が変更となったため関連箇所の記載内容の見直し 

 ９.賃上げを実施する企業に対する評価について等 

 ※併せて、配点表の記載内容の見直し 

 

・建設コンサルタント業務等における管理技術者等の手持ち業務量の制限について 

各種記載例に低入札により受注した建築関係コンサルタント業務については、低入札の業務として

扱わないこととする記載が抜けていたため追加 

 


